第39号様式（第15関係）（用紙　日本工業規格A4縦型）
年　　月　　日

藤枝市長　　　　　　　　様

申請者　住　　所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）

　　　　氏　　名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名） eq \o\ac(○,印)
　　　　電話番号

都市計画法第32条の規定に基づく協議申請書

下記の施設を開発区域に含めること並びに当該施設の代替施設及び新たに設置する公共施設を国土交通省所管国有財産又は市有財産とすることについて同意を得たく、都市計画法第32条の規定に基づき申請します。

記

１　開発行為の場所

２　開発行為の目的

３　開発区域面積

４　工期

５　地区に含める公共施設

(1)　所在

(2)　面積
	区分
	国有地面積
	市有地面積
	計

	市町村道
	㎡
	㎡
	㎡

	準用河川
	
	
	

	普通河川
	
	
	

	認定外道路
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	


６　当該施設に変えた新たに設置する公共施設

	区分
	国に帰属する面積
	市に帰属する面積
	計

	市町村道
	㎡
	㎡
	㎡

	準用河川
	
	
	

	普通河川
	
	
	

	認定外道路
	
	
	

	その他
	
	
	

	計
	
	
	


７　新たに設置し、市町村に帰属させる公共施設

	区分
	面　積

	市町村道
	㎡

	準用河川
	

	普通河川
	

	認定外道路
	

	その他
	

	計
	


８　添付図書

(1)　位置図

(2)　公図写し

(3)　計画概要書

(4)　求積図（新旧別）

(5)　総括調書（別紙１）

(6)　従前の公共施設の土地調書（別紙２）

(7)　施工後公共施設とする土地調書（別紙３）

(8)　同意書（別紙４）

(9)　設置する公共施設の縦横断図、構造図

(10)　その他必要とする書類

９　連絡先

所　　属

氏　　名

電話番号

（別紙１）

総　括　調　書

１　開発区域に含める市町村道の名称、所在、面積

	路線名
	所在
	面積

	
	
	国有地
	市有地
	その他
	計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　開発区域に含める準用河川の名称、所在、面積

	河川名
	所在
	面積

	
	
	国有地
	市有地
	その他
	計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


３　総括表

	区　　分
	開発区域に含める公共施設の面積
	相互帰属により国有地又は市有地となる土地
	新たに設置された市有地となる土地

	
	存置
	相互

帰属
	用途

廃止
	計
	
	

	市町村道
	国有地
	
	
	
	
	
	

	
	市有地
	
	
	
	
	
	

	準用河川
	国有地
	
	
	
	
	
	

	
	市有地
	
	
	
	
	
	

	普通河川
	国有地
	
	
	
	
	
	

	
	市有地
	
	
	
	
	
	

	認定外
道路
	国有地
	
	
	
	
	
	

	
	市有地
	
	
	
	
	
	

	その他
	国有地
	
	
	
	
	
	

	
	市有地
	
	
	
	
	
	

	計
	国有地
	
	
	
	
	
	

	
	市有地
	
	
	
	
	
	


（別紙２）

従前の公共施設の土地調書（従前の公共施設）

１　国有地

	図面

番号
	施設の

名称
	大字
	字
	地先

地番
	面積
	財産処理方法
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


２　市町村有地

	図面

番号
	施設の

名称
	大字
	字
	地先

地番
	面積
	財産処理方法
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　施設の名称の欄は、市町村道、準用河川、認定外道路、普通河川と記載し、それ以外の場合は、具体的な施設の名称を記載すること。

２　地番の無い土地の地先地番は起点及び終点を隣接地番で記載すること。

３　財産処理方法の欄には、存置、相互帰属又は用途廃止の別を記載する。

４　備考欄には次の事項を記載する。

(1)　存知する土地の用途を変更する場合は、その旨及び変更後の用途

(2)　用途廃止する国有地を財務省からの売り払い以外の方法で処分する場合は、その処分方法

(3)　その他必要な事項

（別紙３）

施工後公共施設とする土地調書

１　相互帰属により国有地となる土地（都市計画法第４０条第１項）

	図面番号
	施設の

名称
	大字
	字
	地先

地番
	延長
	平均

幅員
	面積
	対応する従前施設
	備考

	
	
	
	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　相互帰属により市有地となる土地（都市計画法第４０条第１項）

	図面番号
	施設の

名称
	大字
	字
	地先

地番
	延長
	平均

幅員
	面積
	対応する従前施設
	備考

	
	
	
	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　新たに設置された施設の敷地で市有地となる土地（都市計画法第４０条第１項）

	図面番号
	施設の

名称
	大字
	字
	地先

地番
	延長
	平均

幅員
	面積
	対応する従前施設
	備考

	
	
	
	
	
	ｍ
	ｍ
	㎡
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　施設の名称の欄は、市町村道、準用河川、認定外道路、普通河川と記載し、それ以外の場合は、具体的な施設の名称を記載すること。

２　対応する従前施設の欄は、「従前の公共施設の土地調書」の図面番号を記載する。

（別紙４）

同　意　書

あなたが施行する開発行為に関し、下記の公共施設について別紙図面のとおり付け替え（廃止）することに異議ありませんので同意します。

記

	所在地
	種別
	面積

	
	市町村道
	

	
	準用河川
	

	
	普通河川
	

	
	認定外道路
	

	
	その他
	

	
	計
	


年　　月　　日

申請者　　　　　　　　様

利害関係人住所

　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（注）１　開発行為による道路、水路の付替え（廃止）についての同意であり、徴求範囲は用途変更申請の場合と同様とする。

２　変更申請にあっては、新たに道路、水路の付替え（廃止）を行う変更内容の場合に添付する。

